
2019 年度石川地方農業再生協議会水田フル活用ビジョン 

                                                            

１ 地域の作物作付の現状、地域が抱える課題 

 石川地方の農業は、阿武隈川流域の平坦地と阿武隈山地に連なる山間地に区分され、それ

ぞれ地域条件を生かした多様な農業が展開されています。 

 

石川町は、福島県の南部に位置し、年間を通じて気象条件が良好であり、首都圏にも近い

地理的な条件を生かし、トマト、にら、ブロッコリー、ナス等の野菜を中心とする生産が行

われており、県内でも有数の産地となっています。 

また、戦略作物である WCS用稲の作付についても積極的に取り組んでいます。 

 しかしながら、山間地の自己保全管理等作付けが困難な水田が多いため、ひまわりやレン

ゲ等の景観形成作物の推進で不作付地の解消を図ります。 

 

玉川村は、日照時間の豊かな西部地区にあっては、水稲を中心に野菜等が産地化されてお

り、東部地区にあっては、水稲に加え、畜産や特産品を中心とした農業経営が行われており

ます。 

しかし、需給調整の取組が少なく、その解消を図るために加工用米、備蓄米の推進を図り

ます。 

 

平田村は、全地が阿武隈山系に含まれ、標高 400m～600mの中山間地域に農用地が点在して

います。 

  水田は全耕地面積の約 53%を占めているが、山間にあるため湿田等が多く、また、圃場整

備等が遅れているため、小区画の水田が大半を占め、農家 1 戸当たりの平均水田面積も 70a

と零細で、米、たばこ、畜産と複合型農業が中心となっています。 

  また、畜産業が盛んであるが、課題としては、畜産農家の高齢化や担い手不足があげられ

ます。そのため、畜産農家が継続していけるよう、需給調整における飼料作物の作付け、耕

畜連携の取組への支援が必要です。 

 

浅川町は、平坦地からなる西部地区と中山間地帯の東部地区に区分されます。 

西部地区では、圃場整備が進んでいる事から稲作中心の単一経営が多く、加工用米や備蓄

米への取組が盛んです。東部地区では畜産・野菜等を組み合わせた複合経営が多く、花卉類

や飼料作物の作付けが多い状況にあります。 

 また、環境にやさしい米づくりである特別栽培米等の拡大に取り組んでいるため、その販

売先の確保が課題にあげられます。 

 

古殿町は、園芸作物の振興に取り組んでおり、水田転作でミニトマトが施設導入され、さ

らに山間を生かした山菜（うるい等）の栽培が盛んになってきています。 

しかし、耕地の約 60%を占める水田は一戸当たりの平均面積が 60a 程度で、圃場整備率は

69％であり、転作作物の作付け及び定着については、不利な条件下にあり、特に山間の圃

場は湿田などが多く、調整水田や自己保全管理等も目立ち土地利用率は低い状況にありま

す。 

 

 

 



２ 作物ごとの取組方針等 

（１） 主食用米 

コシヒカリ、ひとめぼれを主品種とし、省力化や生産コストの低減を図るため、直播

栽培の拡大を推進します。 

また、環境にやさしい米づくりとして、環境保全米の推進を図ります。 

さらに、多様なニーズにあった米作りをすすめるため、加工・業務用米として、チヨ

ニシキを中山間地域中心に推進します。 

石川地方の銘柄米としてブランド化を進め、さらに良食味米・特別栽培米等のこだ

わり、オール「特Ａ」獲得に向けた体制づくりを強化し、米卸、特定の消費者（ベン

ダー）、学校給食等での多様な販売体系を確立し、「各町村別・在京会」などを活用し、

消費地におけるＰＲを推進します。 

  

（２）非主食用米 

  ア 飼料用米 

    地域の畜産農家を対象に、畜産物のブランド（発酵ＴＭＲ）、自給飼料の拡大を

目指し、国からの水田活用の直接支払交付金及び産地交付金を活用した多収品種の導

入推進及び直は栽培や団地化の推進を図り拡大に努めます。耕畜連携により、わら利

用の供給を活用し連携をはかります。 

産地交付金を活用し、団地化等生産性向上の取組により低コスト生産の取組を推

進します。 

 

イ 米粉用米 「該当なし」 

 

ウ 新市場開拓用米 

    米の新市場開発として、内外の新市場の開拓を図る米穀の作付面積に応じて推進

をはかります。 

 

エ WCS 用稲 

    産地交付金を活用し、団地化等生産性向上の取組により低コスト生産の取組を推

進します。 

主食用米の需給減が見込まれる中、WCS 用稲の需給調整を図り、主な需要者である

福島県酪農業協同組合やＪＡ（繁殖部会・酪農部会）を中心に、自給飼料を含めた畜

産農家との連携をとり作付面積の拡大を図ります。 

WCS 用稲の需給調整を図り、飼料生産請負組織(コントラクター)の育成を図りま

す。地元産農家など需要先の新規開拓を図り作付面積の拡大を図ります。 

耕畜連携事業にも取組、産地交付金を活用し面積拡大を図ります。 

 

  オ 加工用米 

    多様なニーズにあった米の品種導入を進め、地元の酒造会社等との事前契約によ

り供給数量の拡大を目指します。水田活用の直接支払交付金及び産地交付金を活用

し、コスト低減技術、担い手への集積を図るなど生産性向上の取組を推進することで

生産拡大を図ります。 

 

  カ 備蓄米 

    主食米の需要減により、主食用米にかわる作物として、備蓄米の推進を図ります。 



 

（３）麦、大豆、飼料作物 

土地利用型作物の麦については、他の作物との競合が少なく、省力機械化栽培が可能

であるため、稲作との組合せによる低コスト生産を目指します。 

大豆については、産地交付金を活用し、コスト低減技術や担い手への集積を図るなど

生産性向上の取組及び生産コストの削減に努め作付けの拡大を目指し、付加価値の高い

納豆や豆腐、みそ、醤油等への商品加工に結び付けます。 

飼料作物については、畜産は、中山間地域の活性化において重要な役割を担っていま

す。 

耕畜連携による安定的な飼料供給を推進します。畜産農家の自家活用を図るとともに、

耕畜農家の生産する飼料作物については生産組合等の機械等を活用し、低コストにより

安価に資源活用されるよう畜産農家への販売を促進します。 

 

（４）そば、なたね 

転作田の活用と遊休農地の解消を図るため、産地交付金を活用し、排水対策に取組そ

ばの生産を推進します。 

また、「手打ちそば」として、直売所や公民館等での地域の交流やグリーンツーリズム

による田舎体験等の中で活用を図るとともに、山菜や野菜等との組合せにより付加価値

を高める取組を推進します。 

そばの作付の推進として、二毛作を推進して農地の有効活用を図ります。 

なたねについては、該当なし。 

（５）高収益作物（園芸作物等） 

①野菜 

野菜の周年供給体制づくりに向けた、生産の組織化、地域性を活かした品目の確立を

目指すとともに、トレーサビリティの充実による食の安全・安心を意識した野菜作りを

推進します。 

トマト、きゅうり、アスパラガス、いんげんを主品目と位置づけ積極的な拡大を図り、

産地交付金を活用し、施設栽培や被覆栽培の普及・定着化による品質の向上、作期幅の

拡大、作柄の安定を推進し JA等を通じ出荷拡大を図ります。 

また、中山間地域の地理的条件を活かし、作期幅の拡大によるブロッコリー、春菊の

産地形成を図ります。 

葉茎菜類については、ニラの被覆栽培と露地栽培を組合せた周年出荷体制を確立する

とともに作業の省力化に努めます。 

「あぶくま安心野菜」を積極的にＰＲし、市場販売や直売所、更に学校給食等におけ

る食材活用を図り、地産地消を絡めた販売体制の構築を図ります。 

山菜（うるい、しどけ、ふきのとう等） 

早春期の生産を主体に、高品質・安定生産を目指し販売地区の拡大等を推進します。

特にうるいについては、主品目と位置づけ産地交付金を活用し、生産拡大を図ります。 

 

②果樹 

果樹については、市場出荷や直売、贈答など多様な販売体制の構築に努めます。 

桃については、共選体制の確立を図り、梨は新品種「南水」の導入を推進します。 

りんごについても、市場性や作期を考慮し、有望品種「早生ふじ」の導入を図ります。 

果樹については、安全・安心のＰＲを積極的に進め、市場出荷や直売、贈答など多様

な販売体制の構築に努めます。 

更に、りんごのもぎ取り体験や加工体験による食農教育の推進を図ります。 



③花き 

花きについては、販売用及び景観形成作物としてコスモスやひまわり、れんげ、りん

どう、小菊等の栽培に努め、遊休地の活用を推進します。 

生産量の増大と栽培技術の向上を図り、高冷地を利用した品質及び花持ちの良さを積

極的に市場へＰＲし、併せて直売所等での販売を推進します。 

特にりんどうについては、主品目と位置づけ産地交付金を活用し、生産拡大を図りま

す。 

 

④雑穀 

  最近、健康（抗アレルギー食）食品として注目されている雑穀類（あわ・もろこし・

はとむぎ・アマランサス・ひえ等）の導入を進めます。 

 

⑤その他作物 

その他地域振興作物として、「葉たばこ」とします。 

 

（６）畑地化の推進 

   水田の畑地化面積に対応して取組を推進し、高収益を目的として取り組めるように進

めます。 

 

３ 作物ごとの作付予定面積 

作物 前年度の作付面積 

（ha） 

当年度の作付予定面積 

（ha） 

2020 年度の目標作付面積 

（ha） 

主食用米 2108.91 2091.00  2091.00 

飼料用米 230.50 239.00  240.00 

米粉用米 0.00 0.00  0.00 

新市場開拓用米 2.00 2.00 2.00 

WCS 用稲 98.35 103.00  104.00 

加工用米 9.91 16.00  16.00 

備蓄米 10.82 11.00 11.00 

麦 0.40 0.85  1.00 

大豆 5.37 5.5   5.6  

飼料作物 215.00 220.64  223.00 

そば 3.58  4.00  4.5 

なたね 0.00 0.00  0.00 

その他地域振興作物   24.90 27.44  28.0  

 きゅうり 2.46 2.46 2.85  

トマト 6.37 6.39 6.40 

アスパラガス 2.74 2.74 2.74 

いんげん 0.93 1.64 1.70 

ブロッコリー 0.29 0.50 0.60 

花き 0.79 2.0  2.00 

山菜 3.11 3.11 3.11 

かぼちゃ 2.06 2.45 2.45 



にら 2.55 2.55 2.55 

葉たばこ 3.55 3.55 3.55 

その他 0.05 0.05 0.05 

 合計 2709.74  2720.43  2726.1  

 

４ 課題解決に向けた取組及び目標 

整理

番号 

対象作物 

（基幹作物） 
使途名 目標 

 

前年度（実績） 目標値 

１ 
加工用米 

（基幹作物） 

加工用米の低コ

スト生産支援 

加工用米作付面積 

加工用米の生産費 

（2018 年度）9.0 ha 

（2018 年度）12,000 円

/60kg 

（2020 年度）16.0 ha 

（2020 年度）10,500 円

/60kg 

2 
飼料用米 

（基幹作物） 

飼料用米推進支

援 

飼料用米の作付面積 

飼料用米（一般品種、

多収品種）の生産費 

（2018 年度）230.5 ha 

（2018 年度）15,390 円

/60kg 

（2020 年度）240.0 ha 

（2020 年度）14,584 円

/60kg 

3 
ＷＣＳ用稲 

（基幹作物） 

ＷＣＳ用稲の団

地化によるコス

ト削減支援 

作付面積 

ＷＣＳ用稲生産量 

（20180 年度）98.0 ha 

（2018 年度）1,650 ㎏/10

ａ 

（2020 年度）104.0 ha 

（32 年度）2,100 ㎏/10ａ  

4 

野菜、花き、花木、

その他作物 

（基幹作物） 

地域振興作物助

成 

地域振興作物の作

付面積 

（2018 年度）23.2  ha 

野菜   19 ha 

花き・花木  0.7ha 

その他  3.5  ha 

（2020 年度）27.5  ha 

野菜   22  ha 

花き・花木  2 ha 

その他   3.5 ha 

5 
大豆 

（基幹作物） 

大豆の低コスト

生産支援 

作付面積 

生産費 

（2018 年度）5.37 ha 

（2018 年度）12,160 円

/60kg 

（2020 年度）5.60 ha 

（2020 年度）11,500 円

/60kg 

6 

飼料用米の生産

ほ場の稲わら 

（基幹作物） 

わら利用 

(耕畜連携) 

飼料用米の稲わら 

の利用面積 
（2018 年度）170 ha （2020 年度）220.0 ha 

7 

ＷＣＳ用稲（基幹

作物）、 

粗飼料作物等（基

幹作物） 

資源循環 

(耕畜連携） 
資源循環の取組面積 

（2018 年度）46.4 ha 

 

（2018 年度）0.0 ha 

（2020 年度）48.00 ha 

 

（2020 年度）0.06 ha 

8 そば（二毛作） 
そば作付助成 

（二毛作） 

二毛作の取組面積 

定着度 

（2018 年度）3.58 ha 

（2018 年度）0.43％ 

（2020 年度）4.5ha 

（2020 年度）0.50％ 

※ 必要に応じて、面積に加え、当該取組によって得られるコスト低減効果等についても目標設定して下さい。 

※ 目標期間は３年以内としてください。 

 
 

５ 産地交付金の活用方法の明細 

  別紙のとおり 


